
          令和３年度（２０２１年度）



 （総  則）
第1条  令和3年度三島市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）
第2条  業務の予定量は、次のとおりとする。
  (1) 給水件数 49,100 件
  (2) 年間給水量 14,905,000 ㎥
  (3) 一日平均給水量 40,836 ㎥
  (4) 主要な建設改良事業
      配水管延長工事費 558,745 千円
      簡易水道建設費 106,099 千円
      営業設備費 5,249 千円

 （収益的収入及び支出）
第3条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

  第1款  水道事業収益 1,658,851 千円
    第1項  営業収益 1,553,711 千円
    第2項  営業外収益 105,140 千円

  第1款  水道事業費用 1,522,394 千円
    第1項  営業費用 1,435,948 千円
    第2項  営業外費用 78,446 千円
    第4項  予備費 8,000 千円

  （資本的収入及び支出）
第4条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的
  支出額に対し不足する額 562,990千円は、過年度分損益勘定留保資金 404,325千円、
  当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 47,083千円、
　減債積立金 55,700千円、建設改良積立金 55,882千円で補填するものとする。）。

  第1款  資本的収入 297,905 千円
    第1項  企業債 280,000 千円
    第2項  固定資産売却代金 1 千円
    第6項  県支出金 13,453 千円
    第7項  工事負担金 4,450 千円
    第8項  寄附金 1 千円

  第1款  資本的支出 860,895 千円
    第1項  建設改良費 670,093 千円
    第2項  企業債償還金 190,802 千円

議第７号

令和3年度三島市水道事業会計予算

収          入

支          出

収          入

支          出
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 （企業債）
第5条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率

千円 証 書 借 入 % 借入先の融資条件による。ただし企
上水道事業 280,000 又     は 5.0以内 業財政その他の都合により繰上償還

証 券 発 行 又は低利に借り換えることができる。

 （一時借入金）
第6条  一時借入金の限度額は、400,000千円と定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）
第7条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め
  る。
　(1)  営業費用から営業外費用消費税及び地方消費税への流用

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第8条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、
  又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら
  ない。
　(1)  職員給与費 146,502 千円

 （たな卸資産購入限度額）
第9条  たな卸資産の購入限度額は、35,146千円と定める。

    令和３年２月１６日提出

　　　 三島市長　　豊　岡　武　士   

償 還 の 方 法
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１ 水道事業収益

１ 営業収益

１ 給水収益

３ 受託給水工事収益

４ その他営業収益

２ 営業外収益

１ 水道加入金

２ 受取利息及び配当金

４ 県補助金

５ 長期前受金戻入

６ 雑収益

１ 水道事業費用

１ 営業費用

１ 原水及び浄水費

２ 配水及び給水費

３ 簡易水道維持費

４ 受託給水工事費

５ 総係費

６ 減価償却費

７ 資産減耗費

８ その他営業費用

２ 営業外費用

３ 雑支出

４ 消費税及び地方消費税

４ 予備費

１ 予備費

備 考

令和3年度三島市水道事業会計予算実施計画

431,849

8,459

１ 支払利息及び企業債
   取扱諸費

8,000

8,000

24,185

52,200 企業債及び一時借入金利息

納付消費税及び地方消費税額

固定資産の除却費

材料売却原価

固定資産の減価償却費

給水装置新設増設修理等の費用

50

原水の取入施設の維持に要する費用

予 定 額

業務に係る費用

運用金利息

簡易水道施設の維持管理に要する費用

水道料金

水道加入金

1,435,948

工事受託収益

国庫補助金等で取得した償却資産の減
価償却見合分を順次収益化するもの

不用品売却収益その他

105,140

26,888

備 考

地震・津波対策等減災交付金

水道施設の維持管理に要する費用

3,000

20,010

項

款

1,540,565

4,352

41,993

8,794

項

1,658,851

材料売却及び諸手数料

1,553,711

款
千円

33,209

1

収益的収入及び支出

513,048

277,078

18,979

1,522,394

収 入

目

目

予 定 額
千円

166,524

支 出

2,061

78,446
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１ 資本的収入

１ 企業債

１ 企業債

２ 固定資産売却代金

１ 固定資産売却代金

６ 県支出金

２ 県交付金

７ 工事負担金

１ 工事負担金

８ 寄附金

１ 工事寄附金

１ 資本的支出

１ 建設改良費

１ 配水管延長工事費

３ 簡易水道建設費

４ 営業設備費

２ 企業債償還金

１ 企業債償還金

資本的収支不足額  補填財源

　　過年度分損益勘定留保資金    

  　当年度分消費税及び地方消費税

  　資本的収支調整額　　　　     

  　減債積立金

  　建設改良積立金  

562,990千円 404,325千円

上水道事業起債

項 備 考

1

55,882千円

47,083千円

55,700千円

消火栓設置工事負担金及び配水本管移
設工事負担金

280,000

支 出

1

13,453 地震・津波対策等減災交付金

款 目

千円

297,905

目項

4,450

予 定 額

資本的収入及び支出

備 考

収 入

款

190,802

13,453

190,802

860,895

670,093

558,745

5,249

千円
予 定 額

106,099

4,450

1

280,000

1

- 4 -



（単位：円）

１  業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 当年度純利益（△純損失） 88,608,000

減価償却費 431,849,000

固定資産除却費 20,000,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 409,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 397,000

長期前受金戻入額 △ 41,993,000

受取利息及び受取配当金 △ 50,000

支払利息 52,200,000

未収金の増減額（△は増加） 1,200,000

未払金の増減額（△は減少） △ 11,012,000

たな卸資産の増減額（△は増加） 775,000

小計 542,383,000

利息及び配当金の受取額 50,000

利息の支払額 △ 52,200,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 490,233,000

２  投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 有形固定資産の取得による支出 △623,010,000

　　　　 有形固定資産の売却による収入 1,000

工事負担金等による収入 17,904,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △605,105,000

３  財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 280,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △190,802,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 89,198,000

　　資金増加額（又は減少額） △25,674,000

　　資金期首残高 1,340,847,742

　　資金期末残高 1,315,173,742

令和3年度三島市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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1 総　括

16 (5)

19 (3)

△ 3 (2)

　　　（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員の外書き

手

当

の

内

訳

本年度

前年度

比較 △ 17,257

136,150

△ 13,350

23,702

27,609

0 △ 4,862

合　計

146,502

給　　　　　与　　　　　費

計

122,800

163,759

△ 3,907△ 8,4880

比較

区 分

本年度

前年度

比較

前年度

409

給 付 費

272

手 当

943

0

12,533

△ 1,751

20,66340

137

30

1,266

退 職

5,894

130

2,709

18,057

手 当手 当

1,769

手 当

時 間 外
勤　務
手　当

手 当

94340 5,895

△ 2,606

1,639

通 勤

法　定

福利費

44,888

給料

49,750

一般職

0

77,912

86,400

0

給　与　費　明　細　書

手当

（単位：千円）

（人）

職員数

0

（人）

区　　分 特別職
報酬

2,010

扶 養

0

2,440

地 域
手 当

管理職員
特別勤務

手　当

30

区 分

本年度

1,428

手 当

1,344

0

△ 269 78△ 582

住 居

(児童手当は含まず）

10

勤 勉管 理 職 期 末特殊勤務
手　当

14,284
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(1)　会計年度任用職員以外の職員

16 (2)

18 (0)

△ 2 (2)

　　　（　）内は、再任用短時間勤務職員の外書き

(2)　会計年度任用職員

0 (3)

1 (3)

△ 1 (0)

　　　（　）内は、パートタイム会計年度任用職員の外書き

155,275

△ 16,2050 0 △ 7,024 △ 4,548

前年度

比較

128,830

△ 11,572

前年度 2,010 2,535

比較 0 137

合　計

139,070

給　　　　　与　　　　　費

△ 2,449 △ 1,751

退 職
給 付 費

19,576 14,284

比較 △ 582 △ 229 78 248 0 0 0

1,471 40

30 272

943

5,745 943

30 409

1,266

手 当 手 当 手 当

1,428 2,306 1,344 1,719 40 17,127 12,533

(児童手当は含まず）

扶 養 地 域 住 居 通 勤 管 理 職 期 末 勤 勉

21,812本年度

0 0 80,658 48,172 26,445

117,258

△ 4,633

福利費

（単位：千円）

区　　分

職員数 法　定

特別職 一般職
計報酬 給料

区 分
管理職員
特別勤務

手　当

本年度

手当
（人） （人）

0 0 73,634 43,624

区 分
特殊勤務

手　当

時 間 外
勤　務
手　当

本年度

手 当 手 当 手 当 手 当

5,745

前年度

福利費

（単位：千円）

区　　分

職員数 給　　　　　与　　　　　費 法　定

合　計特別職 一般職
給料 手当 計

（人） （人）
報酬

7,432

前年度 0 0 5,742 1,578 7,320 1,164 8,484

本年度

△ 314 △ 1,778

1,8900 0 4,278 1,264 5,542

726 △ 1,052

手

当

の

内

訳

区 分
地 域 通 勤

比較 0

手 当

134 50 0 150

特殊勤務
手　当

時 間 外
勤　務
手　当

期 末

△ 157

930

前年度 174 168 0 149 1,087

本年度

手

当

の

内

訳

比較 △ 40 △ 118 0 1

手 当 手 当

0 △ 1,464
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2 給料及び手当の増減額の明細

職員数の異動状況

3 給料及び手当の状況

（1）　職員１人当たりの給与

△ 306

137

会計年度任用職員の増
減分

△ 10,906

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

△ 10,729

   増　 減

会計年度任用職員の増
減分

その他の
増減分

42.4

平均給料月額（円）

区分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　明

区　　分

その他の変動分

△ 1,464

給
　
　
　
料

△ 8,488

令和2年1月1日現在

平均給与月額（円）

平均年齢（歳） －

－

－

60.2

平均給料月額（円）

382,067

419,300

令和3年1月1日現在

給与改定に
伴う増減分

平均昇給率　1.43%

手
 
 

当

△ 11,212

技能労務職

昇給に伴う
増加分

879

その他の
増減分

（単位：千円）

本年度

18人 18人0人

備　考

0人

その他

△ 9,367

42.9

一般行政職

16人

期末手当の改定による減

△ 2人

436,979

△ 2人

△ 7,903

345,750

333,383

367,500

0人

計

16人

前年度

期末手当2.6月分→2.55月分

△ 314

職員構成の変動に係る
増減分

現に在職
する職員
数

退職給付費
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（2）初　任　給

（3）級別職員数

　（　）内は、再任用短時間勤務職員の外書き

（級別の基準となる職務）

（4）昇給

比 率 （B）／（A）（％） 100.0 100.0 100.0

6号給 （人）
8号給 （人）

4号給 （人） 15 15号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 2 2
3号給 （人） 1 1

2
 昇 給 に 係 る 職 員 数（B） （人） 18 16 2

比 率 （B）／（A）（％） 100.0 100.0

前
年
度

 職　　   員　　   数　 （A） （人） 18 16

6号給 （人）
8号給 （人）

4号給 （人） 14 14号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 2 2
3号給 （人）

本
年
度

 職　　   員　　   数　 （A） （人） 16 16
 昇 給 に 係 る 職 員 数（B） （人） 16 16

区　　分 合　　計
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

主 任

5級

部 長

副 参 事

7級

参 事

6級

主 幹

課長補佐 課 長

令和2年1月1日現在

7級

5級

8級

3級
4級

6級

主 事

4級

2級
3級

1級
2級

技術主査

3級

1

16

7級
8級
計
1級

技 師

区　　分

一 般 行 政 職

1級

主 事 補

技 師 補

係 長

2級

副 主 任

副主任技師

主 査

100.0

区　　分 級

1
4
1

計

6級

5級令和3年1月1日現在

8級

( )

4級

構成比（％）
( )
( )

( )
( )
( )

構成比（％）
一般行政職

職員数（人）職員数（人）

188,400

技能労務職

一般行政職（円）

高　校　卒

大　学　卒

一般行政職（円）区　　分

188,400

一般会計の制度

154,900 154,900

4
2
3
1

16
2
2

4
5
2

( )
(2)
( )
( )
( )
( )
(2)
( )
( )
( )
( )
( )
( )
( )
( )
( )

( )
( )
( )

(100.0)

( )
( )
( )
( )

(100.0)

( )
( )
( )
( )
( )
( )
( )
( )
( )

( )
( )
( )
( )
( )
( )

( )
( )
( )
( )
( )
( )

( )
( )

( )
( )
( )

( )
( )
( )
( )
( )

( )
( )
( )
( )

( )
( )

( )
( )
( )
( )

100.0

100.02

2

25.0

25.0
31.2
12.5
6.3

6.2

18.9
6.2

100.0
12.5
12.5

12.5
25.0
6.2
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（5）特殊勤務手当

（6）期末手当・勤勉手当

（7）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（8）その他の手当

住 居 手 当 〃 －

通 勤 手 当 〃 －

扶 養 手 当 同　　じ －

地 域 手 当 〃 －

特例措置

（支給率等） 2％～20％加算

区　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

特例措置

2％～20％加算

一般会計の制度
24.58688 33.2708 47.71 47.71

定年前早期退職

支 給 率 等 24.58688 33.2708 47.71 47.71

定年前早期退職

備 考

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

備考

4.50

4.45

4.45

区　分
20年勤続

の者
25年勤続

の者
35年勤続

の者
最　高
限　度

そ の 他 の

一般行政職

0

0

区　　　分

危険作業手当

有

 職制上の段階、
 職務の級等に
 よる加算措置

有

有2.250

12月（月分）

支給率計
（月分）

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）

（令和3年1月1日　現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

6月（月分）

区　分
支 給 期 別 支 給 率

前 年 度

2.225 2.225

2.225

2.250

2.225

一般会計の制度

本 年 度
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（単位：千円）

債務負担行為に関する調書

支払義務発生

期間

前年度末までの

事項 左の財源内訳

当該年度以降の

水道料金徴収
業務委託 373,450

予定額

373,450

期間

限度額

―

支払義務発生

―

金額
一般財源

金額
（見込）額

373,450

令和3年度から
令和7年度まで

コンビニエンス
ストア等収納
代行業務委託

―
令和3年度から
令和6年度まで

一般財源

―
17,533 17,533 17,533
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１  固 定 資 産 （単位：円）

 (1) 有形固定資産

   ア 土地 488,746,302

   イ 建物 452,699,000

      減価償却累計額 △196,907,936 255,791,064

   ウ 構築物 19,038,206,377

      減価償却累計額 △8,683,415,889 10,354,790,488

   エ 機械及び装置 2,630,600,486

      減価償却累計額 △1,930,305,605 700,294,881

   オ 車両運搬具 26,154,740

      減価償却累計額 △11,821,954 14,332,786

   カ 工具器具及び備品 27,160,789

      減価償却累計額 △17,360,931 9,799,858

   キ 建設仮勘定 265,813,104

    有形固定資産合計 12,089,568,483

 (2) 無形固定資産

   ア 施設利用権 2,658,317

   イ 電話加入権 775,900

   ウ ソフトウェア 2,758,000

    無形固定資産合計 6,192,217

    固定資産合計 12,095,760,700

２  流  動  資  産

 (1) 現金預金 1,315,173,742

 (2) 未収金

   ア 営業未収金 163,870,404

   イ 営業外未収金 0

   ウ その他未収金 0

　  貸倒引当金 △1,189,000 162,681,404

 (3) 貯蔵品

   ア 材料 11,529,017

   イ 貯蔵量水器 1,233,320

　　貯蔵品合計 12,762,337

 (4) その他流動資産 20,000

     流動資産合計 1,490,637,483

     資産合計 13,586,398,183

令和3年度三島市水道事業予定貸借対照表
令和4年3月31日

資    産    の    部
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３  固　定  負  債 （単位：円）

 (1) 企　業　債

   ア 建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 4,062,596,416

 (2) 引　当　金

   ア 退職給付引当金 1,724,000

 (3) その他固定負債 0

    固定負債合計 4,064,320,416

４  流  動  負  債

 (1) 企　業　債

   ア 建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 203,976,879

 (2) 未   払   金

   ア 営業未払金 30,000,000

   イ 営業外未払金 24,185,000

   ウ その他未払金 0

　　未払金合計 54,185,000

 (3) 引　当　金

   ア 退職給付引当金 0

   イ 賞与引当金 11,799,000

　　引当金合計 11,799,000

 (4) その他流動負債 2,500,916

     流動負債合計 272,461,795

５  繰  延  収  益

 (1) 長期前受金

   ア 受贈財産評価額 977,285,059

      収益化累計額 △666,173,426 311,111,633

   イ 国庫補助金 35,480,000

      収益化累計額 △29,751,039 5,728,961

   ウ 県補助金 31,944,883

      収益化累計額 △6,171,836 25,773,047

   エ 工事寄附金 88,260

      収益化累計額 △81,947 6,313

   オ 工事負担金 985,066,043

      収益化累計額 △610,727,730 374,338,313

   カ 他会計補助金 32,288,000

      収益化累計額 △4,616,077 27,671,923

   キ　県交付金 76,809,000

     　 収益化累計額 △4,277,465 72,531,535

     長期前受金合計 817,161,725

     繰延収益合計 817,161,725

     負債合計 5,153,943,936

負    債    の    部
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６  資    本    金 （単位：円）

 (1) 資本金

   ア 固有資本金 14,977,882

   イ 組入資本金 5,975,640,367

   ウ 繰入資本金 832,800,000

     資本金合計 6,823,418,249

７  剰    余    金

 (1) 資本剰余金

   ア 受贈財産評価額 273,831,363

   イ 県補助金 17,897,117

   ウ 工事寄附金 42,344,000

   エ 工事負担金 15,696,388

     資本剰余金合計 349,768,868

 (2) 利益剰余金

   ア 減債積立金 378,217,772

   イ 建設改良積立金 355,173,712

   ウ 当年度未処分利益剰余金 525,875,646

    利益剰余金合計 1,259,267,130

    剰余金合計 1,609,035,998

    資本合計 8,432,454,247

    負債資本合計 13,586,398,183

資    本    の    部
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　Ⅰ．重要な会計方針

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・貯蔵品　移動平均法による原価法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　(1) 有形固定資産

　　 　 ・減価償却の方法　定額法（ただし、量水器については取替法による。）　

 　　　 ・主な耐用年数

 　　　　 建物　 15～65年 構築物 10～60年

 　　　　 機械及び装置 6～20年 車両運搬具　 4～5年

 　　　　 工具器具及び備品　 2～15年

　　　(2) 無形固定資産

 　 　　・減価償却の方法　定額法　

  　  　・主な耐用年数

 　　　 　施設利用権 15～42年 ソフトウェア 5年

　　３　引当金の計上方法

　　　(1) 退職給付引当金　

 　　　　 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

　　  　金額を計上している。なお、一般会計が負担する職員については、退職給付引当金を計上

 　　　 していない。

　　　(2) 賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、

 　　　 当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　(3) 貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上して

　　　　いる。　　　

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　　　　引当金の取崩し（賞与引当金の取崩し）

　　　　　令和3年6月に、令和2年12月分から令和3年3月分の期末手当及び勤勉手当の支給並びに

　　　　これに係る法定福利費の支出をすることになるため、賞与引当金11,418千円を取り崩す。

注記
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１  営 業 収 益 （単位：円）

 (1) 給水収益 1,429,376,000

 (2) 受託給水工事収益 4,352,000

 (3) その他営業収益 8,383,000 1,442,111,000

２  営 業 費 用

 (1) 原水及び浄水費 463,826,000

 (2) 配水及び給水費 226,323,000

 (3) 簡易水道維持費 14,979,000

 (4) 受託給水工事費 8,019,000

 (5) 総     係     費 148,878,000

 (6) 減 価 償 却 費 425,317,000

 (7) 資 産 減 耗 費 20,010,000

 (8) その他営業費用 1,000 1,307,353,000

   営  業  利　益 134,758,000

３  営 業 外 収 益

 (1) 水道加入金 30,680,000

 (2) 受取利息及び配当金 74,000

 (3) 長期前受金戻入 41,002,000

 (4) 雑     収     益 22,812,000 94,568,000

４  営 業 外 費 用

 (1) 支   払   利   息 56,765,000

 (2) 雑     支     出 9,907,000 66,672,000 27,896,000

   経  常  利　益 162,654,000

  当年度純利益 162,654,000

  前年度繰越利益剰余金 4,694,461

  その他未処分利益剰余金変動額 158,337,185

  当年度未処分利益剰余金 325,685,646

  令和2年度三島市水道事業予定損益計算書（前年度分）

(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

- 16 -



１  固 定 資 産 （単位：円）

 (1) 有形固定資産

   ア 土地 488,747,302

   イ 建物 452,699,000

      減価償却累計額 △187,773,936 264,925,064

   ウ 構築物 18,628,587,377

      減価償却累計額 △8,336,721,889 10,291,865,488

   エ 機械及び装置 2,594,097,486

      減価償却累計額 △1,862,578,605 731,518,881

   オ 車両運搬具 25,049,740

      減価償却累計額 △6,760,954 18,288,786

   カ 工具器具及び備品 25,465,789

      減価償却累計額 △15,392,931 10,072,858

   キ 建設仮勘定 111,741,104

    有形固定資産合計 11,917,159,483

 (2) 無形固定資産

   ア 施設利用権 2,811,317

   イ 電話加入権 775,900

   ウ ソフトウェア 3,870,000

    無形固定資産合計 7,457,217

    固定資産合計 11,924,616,700

２  流  動  資  産

 (1) 現金預金 1,340,847,742

 (2) 未収金

   ア 営業未収金 165,070,404

   イ 営業外未収金 0

   ウ その他未収金 0

　  貸倒引当金 △1,189,000 163,881,404

 (3) 貯蔵品

   ア 材料 12,138,017

   イ 貯蔵量水器 1,399,320

　　貯蔵品合計 13,537,337

 (4) その他流動資産 20,000

     流動資産合計 1,518,286,483

     資産合計 13,442,903,183

令和2年度三島市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
令和3年3月31日

資    産    の    部
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３  固　定  負  債 （単位：円）

 (1) 企　業　債

   ア 建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 3,986,573,416

 (2) 引　当　金

   ア 退職給付引当金 1,315,000

 (3) その他固定負債 0

    固定負債合計 3,987,888,416

４  流  動  負  債

 (1) 企　業　債

   ア 建設改良費等の財源に

　　　充てるための企業債 190,801,879

 (2) 未   払   金

   ア 営業未払金 30,000,000

   イ 営業外未払金 35,197,000

   ウ その他未払金 0

　　未払金合計 65,197,000

 (3) 引　当　金

   ア 退職給付引当金 0

   イ 賞与引当金 11,418,000

　　引当金合計 11,418,000

 (4) その他流動負債 2,500,916

     流動負債合計 269,917,795

５  繰  延  収  益

 (1) 長期前受金

   ア 受贈財産評価額 977,285,059

      収益化累計額 △647,557,426 329,727,633

   イ 国庫補助金 35,480,000

      収益化累計額 △29,024,039 6,455,961

   ウ 県補助金 31,944,883

      収益化累計額 △5,637,836 26,307,047

   エ 工事寄附金 87,260

      収益化累計額 △81,947 5,313

   オ 工事負担金 980,616,043

      収益化累計額 △591,731,730 388,884,313

   カ 他会計補助金 32,288,000

      収益化累計額 △3,934,077 28,353,923

   キ 県交付金 63,356,000

      収益化累計額 △1,839,465 61,516,535

     長期前受金合計 841,250,725

     繰延収益合計 841,250,725

     負債合計 5,099,056,936

負    債    の    部
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６  資    本    金 （単位：円）

 (1) 資本金

   ア 固有資本金 14,977,882

   イ 組入資本金 5,975,640,367

   ウ 繰入資本金 832,800,000

     資本金合計 6,823,418,249

７  剰    余    金

 (1) 資本剰余金

   ア 受贈財産評価額 273,831,363

   イ 県補助金 17,897,117

   ウ 工事寄附金 42,344,000

   エ 工事負担金 15,696,388

     資本剰余金合計 349,768,868

 (2) 利益剰余金

   ア 減債積立金 433,917,772

   イ 建設改良積立金 411,055,712

   ウ 当年度未処分利益剰余金 325,685,646

    利益剰余金合計 1,170,659,130

    剰余金合計 1,520,427,998

    資本合計 8,343,846,247

    負債資本合計 13,442,903,183

資    本    の    部
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　Ⅰ．重要な会計方針

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・貯蔵品　移動平均法による原価法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　(1) 有形固定資産

　　 　 ・減価償却の方法　定額法（ただし、量水器については取替法による。）　

 　　　 ・主な耐用年数

 　　　　 建物　 15～65年 構築物 10～60年

 　　　　 機械及び装置 6～20年 車両運搬具　 4～5年

 　　　　 工具器具及び備品　 2～15年

　　　(2) 無形固定資産

 　 　　・減価償却の方法　定額法　

  　  　・主な耐用年数

 　　　 　施設利用権 15～42年 ソフトウェア 5年

　　３　引当金の計上方法

　　　(1) 退職給付引当金　

 　　　　 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する

　　  　金額を計上している。なお、一般会計が負担する職員については、退職給付引当金を計上

 　　　 していない。

　　　(2) 賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、

 　　　 当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　(3) 貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上して

　　　　いる。　　　

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

注記（前年度分）
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